予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：健康増進対策費　　　
	事業名　地域保健関係職員研修費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　保健医療課　健康増進係　電話番号：058-272-1111（内2548）

E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,643千円（前年度予算額：2,530千円）

	＜財源内訳＞　

区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,530
	　0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,530

	要求額
	2,643
	　0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,643　

	決定額
	2,643
	　0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,643　


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
地域のニーズに基づき、地域特性を活かした効率的・効果的な健康施策が
　　推進できるよう、地域保健従事者の育成を図る。
（２）事業内容

①岐阜県保健師研修マニュアルに基づいた体系的な研修の実施
・新任者研修、ステップアップ研修、中堅者研修、実習指導者研修、管理

者研修を経験年数に応じて各段階別に実施(保健医療課実施)

　　　・新任者研修、ステップアップ研修後のフォローアップ研修(保健所実施)

　　　・中央会議、東海北陸ブロック会議等への保健師の派遣

　　　・保健師現任教育マニュアルの検討

②岐阜県行政栄養士人材育成プログラムに基づいた行政栄養士研修事業
・市町村・保健所栄養士　専門・中堅期・新任者研修（保健医療課実施）
・地域活動栄養士を対象に健康づくり事業の進め方等の研修を実施

（５保健所実施）

  　③保健所事業の充実のための保健師・栄養士の雇い上げ
（３）県負担・補助率の考え方

　　県民の健康の保持増進を図るため、その担い手となる保健師、栄養士等保健活動に従事する地方公共団体職員の人材育成や資質向上の研修を県が主体となり実施することが重要である。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	共済費
	8
	労災保険料


	賃金
	1,825
	在宅保健師、在宅栄養士賃金

	人件費
	286
	 研修会講師謝礼

	旅費
	447
	 講師旅費、保健所職員等業務旅費

	需用費
	40
	 会議資料､マニュアル印刷

	役務費
	25
	 電話・郵送料

	使用料
	12
	 ＥＴＣ使用料

	合計
	2,643
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　岐阜県保健師現任教育マニュアル

　　　岐阜県保健師活動指針

　　　岐阜県行政栄養士人材育成プログラム

岐阜県保健医療計画（看護職員・その他の保健医療従事者）

（２）国・他県の状況

　　　厚生労働省健康局長通知「地域における保健師の保健活動について」

　　　厚生労働省健康局長通知「地域における行政栄養士による健康づくり及び

栄養・食生活の改善について」
（３）後年度の財政負担

　　　継続事業

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地域のニーズに基づき、地域特性を活かした効率的・効果的な健康施策が推進できるよう、地域保健従事者の育成を図る。
（保健師）保健活動の原点となる公衆衛生看護活動が展開できるように経験に応じて専門性を高め、実践力ある保健師を育成する。

（栄養士）栄養・食生活の視点から健康増進を担う人材を専門的、段階的に育成し、実践力のある栄養士を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	指導保健師が決まっている市町村
	（H　）
	68.2％
（H23）
	90.6%
（H27）
	83.9％
（H30）
	100%
（H31）
	83.9％


	栄養士圏域研修会の開催
	（H　）
	5回

（H23）
	6回

（H29）
	5回
（H30）
	5回

（H31）
	100％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）岐阜県保健師現任教育マニュアルに基づき、体系的な研修を実施
・新任者研修２回(28名)、ステップアップ研修４回(前期20名・後期15名）、管理者研修１回、フォローアップ研修（保健所等で実施）11回

・保健師現任教育検討会(岐阜県立看護大学との共同研究)　５回

（２）岐阜県行政栄養士人材育成プログラムに基づいた体系的な研修の実施

・行政栄養士研修：専門研修２回（61名）、新人研修２回（26名）、中堅研修１回（14名）

・地域活動栄養士研修事業（保健所で実施）：6回（211名）
（３）中央会議、東海北陸ブロック会議等への派遣


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

保健師研修では、岐阜県現任教育マニュアルに基づいた継続的な研修により保健師の資質向上が推進できた。

栄養士研修では、岐阜県行政栄養士人材育成プログラムを策定し、地域の栄養・食生活事業を推進するための資質の向上に向けた体制構築を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　健康増進・栄養支援を行う人材に対して最新の情報提供等を行い育成することは、県民の健康支援につながるため必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない


　保健師・栄養士の現任教育を体系的に実施することで、経験年数に応じた能力向上につながっており、専門的人材育成としての事業成果が上がっている。
	
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　県全体を対象とする集合研修と各圏域で実施する研修を連携して開催し、資質向上、また地域の実情に応じた人材育成により、実践能力をより高めることができた。

　保健師現任教育については、看護大学と共同研究で実施することにより、保健師の実践能力をより高めることができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
保健師研修については、新人～採用後５年目頃の保健師を指導する指導保健師の資質向上や、所属でのリーダーシップを担う中堅期保健師の資質の向上が重要であり課題である。

栄養士研修については、経験年数別人材育成を視野に入れた研修に取り組みはじめたところであり、今後も必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県民の健康増進を担う人材に対して、最新の科学的知見に基づいた研修や経験年数に応じ到達目標を設定した研修を行い育成することは、今後も必要である。



